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【研究の背景・目的】 
投票行動研究は、民主主義の要となる選挙の機能

を明らかにするという現実的なレリヴァンスをもつ
とともに、政治学や社会学など諸分野からのアプロ
ーチにより進められるという点で、社会科学上の重
要な結節点でもある。このため、日本においても多
くの研究が蓄積され、全国規模の調査データは、世
界に誇れる数少ない公開データの一つとなっている。
なかでも、JESⅡ、JESⅢ、JESⅣプロジェクトによ
る全国パネル調査の成果は、日本における投票行動
研究の１つの到達点を示している。 
本研究は、JES プロジェクトによってもたらされ

た基盤を明確に継承しつつ、2009 年衆院選における
政権交代や、2011 年の東日本大震災とそれに続く原
発事故など、有権者の投票行動や政治意識に大きな
影響を与えた、近年のさまざまな政治的・社会的変
動を踏まえた新しい視点を加え、JESⅤ（Japanese 
Election Study Ⅴ）として全国時系列調査を実施す
ることを目的とする。加えて、現在強く要請されて
いる社会科学における学術データベースの構築と国
内外への公開、それを通じての国際比較研究の推進、
研究成果の国際的発信といった点も射程に入れる。 
 

【研究の方法】 
本研究における主たる方法は、一般有権者を対象

とする全国パネル調査（面接調査）である。全国レ
ベルで無作為抽出された対象者に対して、専門の調
査員が直接訪問して面接調査を行う。このほか、非
選挙時に補助的な郵送調査を行う予定であるが、こ
れは因果的に投票行動に先行すると考えられる要因
について、選挙から一定以上前の時点で、また選挙
時調査ではしばしば問題となる調査票全体の分量の
制約をあまり受けずに質問することが可能であると
いう点で有効であると考えられる。 
なお本研究の調査はパネル調査であるため、調査

対象者は最低でも 5 年間に 7 回程度は調査に回答す
ることとなる。しかし、その過程で一定数のサンプ
ルが脱落し、サンプル構成に歪み(attrition)をもたら
すことは避けがたい。これに関しては新たに代表性
のあるサンプルを補充し、パネルを維持することで
対処する。 
またマルチ・メソッドによる研究の観点から、イ

ンターネット調査も実施する。インターネット調査
は、さまざまな実験的調査を可能にさせるとともに、
面接調査や郵送調査との比較を通じてインターネッ

ト調査自体の有効性を分析など、研究の拡がりをも
たらす点で有益と考えられる。 
 

【期待される成果と意義】 
第 1 に、日本における投票行動の全国的・時系列

的調査研究を明確に受け継ぎ、国際的にも評価の高
い日本の投票行動データを、引き続き国内外に対し
て公開して提供すること。またそれを通じて、国内
外の選挙研究、日本政治研究に対して、その基盤形
成に貢献する。 
第 2 に、投票行動研究が包含する広範なテーマの

それぞれの分析について、一層の深化が期待される。
また、有機的な共同研究を通じて、個々の成果を総
合的に検討し、日本における投票行動の包括的な見
取り図を明らかにすることが期待される。 
第 3 に、社会的・政治的変動の中で、投票行動が

どのような変化を示しているのかを中期的なタイム
スパンの中で明らかにし、さらにそれを通じて日本
の民主主義がどのような経路依存性を示しながら変
容しつつあるのかを解明することが期待される。 
第 4 に、投票行動を被説明変数としてだけではな

く、説明変数としても扱うことにより、投票行動研
究をより広い政治過程研究の中に明確に位置づける
ことが期待される。 
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・平野浩『変容する日本の社会と投票行動』、木鐸社, 
2007 年。 

 
【研究期間と研究経費】 

平成 24 年度－28 年度 
115,000 千円 

 
【ホームページ等】 

http://www.res.kutc.kansai-u.ac.jp/JES/ 


